
令和７年９月定例会 議会改革推進特別委員会 委員長報告 

令和７年８月 25 日（月） 

 

 湖南市議会会議規則 第 45 条 第２項の規定により、議会改革推進特別委員会の中間報

告を致します。 

 

 湖南市議会では、令和３年 11 月臨時会で、「議会基本条例の具現化とさらなる議会改革

の取組を行うため」に７名の委員で構成する議会改革推進特別委員会を設置しました。 

その後、令和５年３月定例会で定数は１名減の６名へと改正されました。 

 

 本委員会は、設置目的の一つである「議会改革の取組」として、湖南市議会における適

正な議員定数を調査することとし、令和６年２月 16 日の正副委員長協議を皮切りに、令和

７年７月 16 日の委員会まで、会期中及び閉会中において、５回の委員会及び４回の正副委

員長協議を重ねて調査を実施しました。 

 

最初に、平成 16 年 10 月に旧甲西町と旧石部町が合併して湖南市が誕生し現在に至るま

での「湖南市の議員定数と議員報酬の推移」を確認し、その後、湖南市議会の適正な定数

について、「どのような視点」から調査すべきかを協議しました。 

 その結果、湖南市議会がその機能を十分に発揮するに足る議員定数は、「住民代表機関で

ある」という視点と「議事機関である」との視点から調査することを確認しました。 

「住民代表機関」の視点とは、二元代表制における議会を構成する議員は、住民を代表

しており人口と適切に均衡した定数が求められることから、主に人口の観点から調査する

こととしました。 

 また、「議事機関」としての視点とは、本市議会も含め、合議体である議会の多くは、複

数の常任委員会等を設置して審査及び調査等を実施する、いわゆる委員会中心主義をとっ

ていることから、本市議会にとって適正な委員会数及び委員会定数を調査することとしま

した。 

「住民代表機関」、「議事機関」の視点からの調査を踏まえたうえで、最後に、湖南市議

会の適正な定数を総合的に判断することといたしました。 

 

 なお、「人口５万人台の自治体の議員定数」、「議員定数 18 人の自治体の人口」、「人口５

万人から 10 万人未満の自治体の人口、面積、定数等」、「議員 1人あたりの人口が 3,000 人

～3,500 人の自治体の議員定数」、「議員 1 人あたりの行政面積が５㎢未満の自治体の議員

定数」、「湖南市議会の議員定数の推移及び常任委員会数及び委員会定数の推移」、「湖南市

常任委員会等の年間開催数」、「常任委員会の設置数及び予算・決算常任委員会の設置状況

等」を調査の資料としました。 

 

 調査の結果、「湖南市議会の適正な議員定数は 18 人」との結論に至りました。 

なお、調査の詳細については、別添の「湖南市議会の適正な議員定数調査報告書」のと

おり報告いたします。 
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湖南市議会の適正な議員定数調査報告書 

 

令和７年（2025 年）７月 16 日 

湖南市議会       

議会改革推進特別委員会 

委員長  森   淳 

 

１ はじめに 

令和３年 11 月臨時会で「議会基本条例の具現化とさらなる議会改革の取組を行うため」

として議会改革推進特別委員会が設置され、その後、令和５年 11 月臨時会で議会組織改編

の実施により現在の委員構成となりました。 

本委員会においては、従来通り、議会報告会の取組みとして「湖南市中学校生徒会サミ

ット 2024」を実施するとともに、特別委員会設置目的に従い、湖南市議会基本条例の具現

化の観点から「湖南市議会基本条例の検証」、及び議会改革の取組みの一つとして「議員定

数及び議員報酬の調査」を実施することとしました。 

令和６年８月に「湖南市中学校生徒会サミット 2024」を実施した後、令和７年（2025 年）

６月定例会での委員長報告の通り、「湖南市議会基本条例の検証」を終えた後に、「議員定

数及び議員報酬の調査」を実施しました。 

「議員定数及び議員報酬」の議論は、「増減ありき」ではなく、湖南市議会にとって適正

な定数や報酬を調査することがその目的でありますが、残された任期では「議員報酬の調

査」までは実施できず、今回は「議員定数の調査結果」を報告することといたしました。 

 

 

２ 議会改革推進特別委員会 

   任期 令和５年（2023 年）11 月 10 日～ 

委 員 長   森     淳 

副委員長   副 田 悦 子 

委  員   堀 田 繁 樹 

委  員   奥 村 幹 郎 

委  員   永 田 誠 治 

委  員   川 波 忠 臣 

 

議  長   上 野 顕 介 

 

事 務 局   山 岡 展 也（～令和７年３月 31 日） 

  〃     坂 田 真 紀（令和７年４月１日～） 

 

 

３ 検証の実施状況 

令和６年２月 16 日(金)  正副委員長協議（定数・報酬の資料検討） 
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令和６年３月 13 日(水)  第３回議会改革推進特別委員会 

（過去の特別委員会の協議資料の確認について） 

令和６年５月１日(水)   正副委員長協議（定数・報酬の協議スケジュールについて） 

令和６年５月８日(水)   第４回議会改革推進特別委員会 

（定数・報酬の協議スケジュールについて） 

令和７年４月 14 日(月)   正副委員長協議（定数の協議の視点について） 

令和７年４月 24 日(木)  第 14 回議会改革推進特別委員会 

（定数の協議の視点について） 

令和７年５月 21 日(水)   正副委員長協議（定数協議の資料について） 

令和７年６月 20 日(金)  第 15 回議会改革推進特別委員会 

             （定数の協議） 

令和７年 7月 16 日(水)  第 16 回議会改革推進特別委員会 

             （定数の中間報告及び議員報酬について） 

 

 

４ 調査の方法 

 調査の最初に、平成 16 年 10 月に旧甲西町と旧石部町が合併して湖南市が誕生し現在に

至るまでの「議員定数と議員報酬」の経緯とその背景を確認することといたしました。 

 その後、「議員定数の調査」では、湖南市議会の適正な定数を調査する上で、「どのよう

な視点」から調査すべきかを協議しました。 

 その結果、湖南市議会がその機能を十分に発揮するに足る議員定数は、一つは「住民代

表機関である」ということと、もう一つは「議事機関である」ということであります。 

「住民代表機関」とは、二元代表制における議会を構成する議員は、住民を代表してい

ることから人口と適切に均衡した定数が求められます。 

そこで、主に人口を切り口に複数の観点から湖南市議会の適正な定数を調査することとし

ました。 

 また、「議事機関」としての機能を発揮するためには、合議体である議会の多くが複数の

常任委員会を設置して調査及び審査等の実施によりその機能を発揮しており、本市議会も

同様であります。 

委員会において調査及び審査等を実施する、いわゆる委員会中心主義をとっている本市

議会の議会運営の適否を判断したうえで、委員会中心主義を継続する場合において、湖南

市議会にとって適正な委員会数及び委員数を調査することとしました。 

最後に、「住民代表機関」、「議事機関」としての調査を踏まえたうえで、総合的に判断し

て湖南市議会の適正な定数を導き出します。 

 

 

５ 湖南市議会の定数・報酬の経緯と背景 

（別添資料「湖南市の議員定数と議員報酬の推移」を参照） 

※昭和 22 年 4 月 17 日 地方自治法の制定  

法に議員定数を規定（人口 5万人以上 15 万人未満は 36 人） 
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※平成 11 年 7 月 16 日 地方自治法の一部改正  

議員定数は、条例で定めることとし、その上限を法に規定する改正  

（人口 5万人以上 10 万人未満は 30 人） 

 合併前石部町 条例定数 16 人と規定（法定定数 22 人） 

        （報酬→議長 31.7 万円 副議長 24.0 万円 議員 22.0 万円） 

 〃 甲西町 条例定数 20 人と規定（法定定数 26 人） 

       （報酬→議長 39.3 万円 副議長 31.2 万円 議員 26.8 万円） 

 

※平成 16 年合併 湖南市誕生（2004 年 10 月１日～ 在任特例 36 人） 

         ◎石部・甲西合併協議会の協定項目「議会議員の定数及び任期の取扱い」 

（1）両町の議会の議員は、市町村の合併の特例に関する法律の規定 

を適用し、平成 17 年 10 月 31 日までの 1年 1ヶ月間、引き続き 

新市の議会議員として在任する。 

（2）在任期間終了後、最初に行われる新市の議会の議員の選挙にお 

いては選挙区を設けず、新市の議会の議員の定数は 24 人とす 

る。 

         ◎湖南市議報酬→議長 37.3 万円 副議長 29.6 万円 議員 25.4 万円 

          甲西町の議長、副議長、議員の各報酬額の▲５％ 

（石部町の議長+17.6％ 副議長+23.3％ 議員+15.4％） 

合併前の両町の議員報酬合計額と湖南市議員報酬合計額ほぼ同額 

同時期の合併市（野洲市 2006.4～、甲賀市 2005.4～） 

野洲市 議長 43.0 万円 副議長 38.0 万円 議員 35.0 万円 

甲賀市 議長 45.0 万円 副議長 39.0 万円 議員 35.0 万円 

◎石部・甲西合併協議会の協定項目「特別職の身分の取扱い」 

「議会議員及び農業委員の報酬については、類似団体の報酬額を参考 

に審議会に諮って調整する。ただし、在任特例期間がある場合は、現 

行報酬額を参考に調整する。」 

「議会議員の定数および任期に関する小委員会」で決定 

【石部町→議長（服部）・副議長（竹内）・合併特別委員長（吉川）】 

【甲西町→議長（谷畑）・副議長（立入）・合併特別委員長（仲西）】 

 

※平成 17 年 10 月 湖南市議会議員初選挙（平成 17 年 10 月 23 日執行 24 人） 

        ※法定合併協議会で決定（委員会数４・委員数６人を根拠） 

 

※平成 18 年８月 報酬改正（市長提案・費用弁償廃止） 

      （議長 41.0 万円 副議長 32.5 万円 議員 28.0 万円） 

 

※平成 21 年１月 報酬等審議会への諮問・答申（平成 21 年 1 月 13 日・1月 21 日） 

         答申 

市長+５万円 議長 41.0 万円 副議長 32.5 万円 議員 30.0 万円 
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         答申を受けて市長報酬分のみ提案（否決・議員報酬の提案なし） 

 

※平成 21 年 10 月 湖南市議会議員選挙（平成 21 年 10 月 25 日執行 20 人） 

        ※議員提案（鈴木副議長） 

         「人口規模からのみ判断すれば 18 人という意見もあったが、当面 20 

人が妥当、行革の一環として削減すべきである。」 

「議会として自主的な定数削減が求められていることから提案」 

 

※平成 23 年 5 月 2 日 地方自治法の一部改正 議員定数の上限を撤廃する改正 

 

平成 25 年５月臨時会 市長提案（議会活性化特別委員会付託・閉会中の継続審査） 

           議長 44.0 万円 副議長 38.0 万円 議員 35.0 万円 

政務活動費 20 万円 

 

平成 25 年６月定例会 議会活性化特別委員長報告（賛成少数で否決の報告・議長討論） 

           動議（石原議員から再付託→可否同数で副議長裁決→否決） 

           議案は賛成少数で否決 

 

※平成 25 年８月臨時会 市長提案 

            「湖南市議会政務活動費の交付に関する条例等の一部を改正する 

条例の制定について」（定数・報酬・政務活動費を一括提案） 

            定数 18 人 

            報酬 議長 44.0 万円 副議長 38.0 万円 議員 35.0 万円 

（25年 9月・10月△20％ 25年 11月～26年 3月△10％） 

            政務活動費 20 万円 

            議案は起立多数で可決 

 

※定数・報酬とも現在に至る 

 

 

６ 調査の資料 

※別添資料№１～№８ 

 （住民代表の視点・人口の視点→資料№１～№５／議事機関の視点→資料№６～№８） 

～資料概要～ 

資料１ 

総務省の「議員定数に関する調（令和 3 年 4 月 1 日現在）」のデータです。これによる

と、全国 1724 の自治体の内、人口 3 万人以上 10 万人未満の自治体が約 28％の 481 あり、

そのうち、湖南市と同じ人口 5万人台の自治体は 75 あります。 

人口５万人台の 75 の自治体の議員定数を見ると、定数 18 人（アンダーライン）の議会

は 22、定数 17 人以下（赤文字）の議会は 13（12 人１、14 人３、15 人２、16 人５、17 人
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２）、定数 19 人以上（無印）の議会は 40（19 人６、20 人 15、21 人２、22 人 12、23 人１、

24 人４）です。人口 5万人台の自治体 75 のうち約 82.6％議会に相当する 62 の自治体が議

員定数 18 人以上であり、定数 17 人以下の議会は約 17.3％となっています。 

議員定数最小は 12 人で 1 議会、議員定数最大は 24 人で４議会、議員定数は 18 人の 22 議

会が最も多く、次いで 20 人の 15 議会、22 人の 12 議会となっています。 

 

資料２ 

総務省の「議員定数に関する調（令和 3年 4 月 1日現在）」のデータです。資料１と同じ

く、人口 3 万人以上 10 万人未満の自治体 481 のうち、湖南市と同じ議員定数 18 人の自治

体が約 23.7％の 114 あります。 

その 114 自治体の人口規模を見てみますと、湖南市と同じ人口５万人台（アンダーライ

ン）が 22 自治体、６万人以上（赤文字）の自治体が 21（６万人台 13、７万人台４、８万

人台３、９万人台１）、５万人未満（無印）の自治体が 71（４万人台 32、３万人台 39）で

す。議員定数18人の自治体114のうち、自治体人口規模が５万人台以下の自治体が約81.5％

の 93 あり、人口 6万人以上の自治体は 18.4％の 21 となっています。 

議員定数 18 人で、最大人口は大阪府泉佐野市の 99,661 人で、最小人口は山梨県甲州市

の 30,543 人です。 

議員定数 18 人の自治体では、3 万人台が最も多く 39、次いで４万人台の 32、５万人台

22 となっています。 

 

資料３ 

全国市議会議長会の「市議会議員定数に関する調査結果（令和６年 12 月 31 日時点）」の

データで、議会事務局にて作成してもらった資料です。 

人口５万人から 10 万人未満の自治体が 235 あります。表の左から、自治体名、人口、面

積、議員定数、議員一人あたりに対する人口、議員一人あたりに対する面積が記載してあ

ります。 

湖南市は、人口は 54,048 人、面積は 70.4 ㎢、議員定数 18 人、議員一人あたりの人口

3,002 人、議員一人あたりの面積 3.91 ㎢です。 

235 自治体の議員一人あたりの人口の平均は 3,503 人、議員一人あたりの面積の平均は

10.0 ㎢です。 

235 自治体の内、議員定数 18 人以下の自治体は 65（18 人 43、17 人３、16 人８、15 人

４、14 人６、12 人１）で 27.6%になり、議員定数 19 人以上の自治体は 170 で約 72.3％で

す。議員定数 18 人以上ですと約 90.6％の 213 自治体になります。 

 湖南市の議員一人あたりの人口は 3,002 人ですので、人口 3,000 人から 3,500 人未満に

該当していますが、235 自治体のうち最も多い 69 の自治体がこの人口区分に該当します。 

湖南市の議員一人あたりの面積 3.91 ㎢ですので、０㎢から５㎢の区分に該当しますが、

235 自治体のうち最も多い 11４の自治体がこの区分に該当しています。 

 

資料４ 

資料３と同じく、全国市議会議長会の「市議会議員定数に関する調査結果（令和６年 12
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月 31 日時点）」のデータで、議会事務局にて作成してもらった資料です。 

人口５万人から 10 万人未満の自治体が 235 のうち、湖南市の議員一人あたりに対する人口

3,002 人が分布している 3,000 人から 3,500 人未満に該当する自治体を類似団体として抽

出しており、その数は 69 あり、約 29％になります。 

69 の自治体の議員定数は、16 人２、17 人 1、18 人 20、19 人４、20 人 11、21 人５、22人

12、24 人９、25 人２、26 人３で、定数 18 人以下は 23 で約 33.3％です。 

議員定数 19 人以上の議会は 46 で約 66.6％になります。 

 

資料５ 

資料４と同じく、全国市議会議長会の「市議会議員定数に関する調査結果（令和６年 12

月 31 日時点）」のデータで、議会事務局にて作成してもらった資料です。 

人口５万人から 10 万人未満の自治体が 235 のうち、湖南市の議員一人あたりに対する面積

3.91 ㎢が分布している０から５㎢に該当する自治体を類似団体として抽出しており、その

数は 114 あり、約 48.5％になります。 

114 の自治体の議員定数は、12 人１、14 人６、15 人４、16 人５、17 人３、18 人 30、19

人 10、20 人 29、21 人 11、22 人 14、25 人１で、定数 18 人以下が 49 の約 42.9％です。 

議員定数 19 人以上の議会は 65 で 57.0％になります。 

 

資料６ 

上段は、旧甲西町と旧石部町の合併から現在までの議員定数の経過及び常任委員会の設

置数及び各委員会定数の推移、さらには議長以下議員の報酬の推移を表した表になってい

ます。 

 合併前は、旧甲西町 20 人、旧石部町 16 人の議員定数でしたが、平成 16 年 10 月に合併

して湖南市となった時に在任特例を採用して 36 名の議員定数となり、1年 1カ月を務める

ことになりました。その後、在任特例が終了する平成 17 年 10 月の湖南市議会の初めての

選挙の定数は、委員会数４の各委員会定数６人を根拠として、定数 24 人とすることが合併

協議会で決定されました。 

その後、平成 21 年 10 月から定数 20 人とする議員提出議案が可決され、さらに平成 25 年

10 月からは、市長提出議案によって定数が現在の 18 人になりました。 

 表の中段は、常任委員会の数と委員定数の推移です。合併当初の議員定数 36 名の時は、

４つの常任委員会で各 9 人の委員定数（議長未決定時）でしたが、湖南市議会議員初選挙

後の議員定数 24 人からは、委員会数は４のまま各委員会定数が６人になりました。 

その後、議員定数が 20 人となった時から、委員会数が 1減の３に、委員会定数は７人の委

員会が２と６人の委員会が１になりました。 

そして、議員定数が 18 人から、委員会数は同じく３、各委員会定数が６人となり現在に至

っています。 

 

 

資料７ 

議会事務局が作成した、湖南市議会の平成 26 年から令和６年の、各年の委員会（常任委
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員会及び特別委員会等）開催回数の表です。 

 

資料８ 

全国市議会議長会の資料で、人口段階別の常任委員会の設置数及び委員会の開催回数の

表や、人口段階別の予算や決算常任委員会の設置状況の表等の資料です。 

湖南市が該当する人口５万から 10 万人未満の自治体は 235 あり、そのうち、常任委員会が

６つの議会は２自治体での 0.9％です。なお最も多いのは、３委員会で 149 自治体の 63.4％

になります。 

 

 

７ 委員の意見 

資料（№1～№5）を基に各委員からの意見（住民代表（人口）の視点） 

奥村委員 

・資料により湖南市の立ち位置がよく理解できた。 

・湖南市議会の議員定数は、多くも少なくもないっていう実感を持った。 

・しっかりした行政にするめたには、各自治体の平均値をしっかり見る必要がある。 

川波委員 

・資料により、議員定数の中央値は 20 人ぐらいかなとの印象を受けた。 

・湖南市は若干、議員定数の少ない自治体に分類されると感じた。 

・最近は、議員定数削減という風潮が見られるが、本当にそれがよいのかとの観点も大事。 

・多様な住民意見や少数派の意見を広く拾える議会体制が肝要であり、その観点からする

と現状の議員定数は少ないとの印象を持っている。 

永田委員 

・議員定数は、全国的に見ても、多過ぎる、少な過ぎることは無く、妥当だと思う。 

・議員定数を減らした場合に、各委員会が上手に機能するか疑問。 

・各常任委員会が上手く機能する状態でないと、市民の声が吸い上げられなくなる。 

・少ないとも言えないし、多いとも言えない。全国的に見ても妥当だと判断する。 

堀田委員 

・資料から湖南市は中間層に位置しており平均点の市だと感じる。 

・議員 1人が 3,000 人の声を聞くというあたりが妥当だと思う。 

副田副委員長 

・1つの視点でははかれないところはあると思う。 

・人口に対しての定数なので、1人あたり人口に加えて、1人あたりの面積も大切。 

上野議長 

・財政規模と定数という観点もいるのでは。 

・財政規模における議会費（湖南市 0.7）も一つの基準になる。 

（議論の視点（観点）については、委員等から特に意見がなかったので、人口と議事機 

関の 2点から議論することした。） 

奥村委員 

・人口 5万人台の財政規模であれば、大体、類推できる。各自が研究できる範囲である。 
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川波委員 

・人口が多い自治体はそれに比例して議員定数が増える傾向にあり、人口と議員定数は相

関関係にあることから、人口の視点は必要である。 

・財政規模と議員定数のような相関関係は、行政面積にはなく個々の影響が大きい。 

森委員長 

・議員一人あたりの人口（湖南市 3000 人）が、類似団体と比較して、どのように考えるか？ 

（堀田委員は適正な人数・資料４） 

・議員一人あたりの行政面積（川波委員→相関関係がない）についてどう考えるのか？ 

（資料５） 

副田副委員長 

・定数と報酬には、石部町と甲西町との合併からの経緯があって、現在の定数 18 人を継続

しているということを意識できるのだと思う。（資料６） 

 

資料（№6～№8）を基に各委員からの意見（議事機関の視点） 

森委員長 

・委員会審査や各種調査を実施する中で、適正な委員会の定数はどうか？ 

・湖南市議会は市の所管事項を３つの常任委員会に振り分けているが、基本的な委員会数

はどうか？ 

堀田委員 

・1人欠けて５人で委員会を開催する場合もあるが、そこが底かなと思う。 

・委員定数６人で３常任委員会が、一番、安定しており、平均的、妥当な線だと思う。 

・委員会定数５人の３常任委員会に議長を加えて議員定数 16 人も無くはないが、欠員が生

じた場合などを考慮すると、安定的な委員会運営の観点から現状が最適だと考える。 

川波委員 

・委員会定数は、今の人数ぐらいがいないと厳しいと思う。 

・議員が、体調不良で休んだり、辞職したりして、途中で減る可能性があるが、減った中

での委員会運営を考えると、多少の減ることも前提にした定数が必要になるので、今よ

り減ると委員会運営は厳しいと思う。 

副田副委員長 

・過去に福祉教育常任委員会は委員が２名欠けて、委員長を含め４名で委員会審査をして

いた経験があるが、この体制で大事な議案審査をすることに疑問を感じたことがある。 

・現状の委員定数６名から欠員が生じて、４名や５名の委員で審査する場合に、活発な議

論ができるのか疑問である。 

・委員には、得意分野を持つ者、色んな視野を持つ者、色んな立場や考えの者がいるから

こそ、多角的な議論ができる。現状の委員定数６名は継続すべきである。 

永田委員 

・欠員の時を経験しているが、委員が少ないと意見が出てこず、十分な議論ができない。 

・突発的に風邪などで欠席する方もある中で、重要な議案を少数の意見で、十分な議論が

できない中で決めてしまうことは危惧する。 

・現状の人数が、最悪の場合も切り抜けられる人数だと思う。 
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奥村委員 

・現状６人から 1人減はぎりぎり、２人減の状況で多様な意見を求めるには無理がある。 

・６人を基準に、万が一減っても、５人という体制を作るのが妥当だと思う。 

・多様な意見を取り入れる為には、６人に拘らず、7人でも、8人でもありだと思う。 

上野議長 

・委員は、各自が様々な知見を有していることから、重要議題について充実した議論を尽

くす観点からも、委員数は多ければ多いほど良いと考える。 

・10 人の議事録と、3 人の議事録を見比べれば、その充実度は一目瞭然である。従って委

員数が少なければ厳しい。 

森委員長 

・委員定数議論の先進議会では、委員定数は 7人から 8人が適正だと言われている。 

・偶数－委員長＝奇数での表決となり、委員長裁決に至らないため、委員定数は偶数が良

いと言われている。 

・合併後の初選挙時の定数 24 人は、委員定数６人掛ける４常任委員会が根拠である。 

・議長が指摘した、「安易に減らすべきではない」のは、非常に重要な視点である。 

・委員会中心主義である湖南市議会は、議案を委員会付託して審査していることからも、

委員会数と委員定数は非常に重要である。 

・病気なり、いろんな事情で辞職されるということで、減にも含みを持たせた上で考える

ことは大事な視点である。 

森委員長 

・委員会数はどうか。 

奥村委員 

・産業経済常任委員会の付託案件はいつも少な目です。 

川波委員 

・付託案件の数自体が必ずしも、多くない場合であっても、扱う範囲が広いと、難しいと

正直感じている。 

堀田委員 

・総務常任委員会は、様々な条例や契約関係議案が多くあり、重要で市の方向性を定める

案件を取り扱っている。 

・福祉教育常任委員会は、子どもから高齢者まで関連案件が増加しており重要な分野です。 

・産業経済常任委員会は、市の経済基盤を担っている部分も大きく、また道路、河川等、

生活に密着した部分を担ってることから、その重要性は非常に高い。 

・バランスよく、３常任委員会に振り分けられているので、これ以上分けるのも、これ以

上少なくするのも、極端になると思うので、現状の３委員会でよいと考える。 

永田委員 

・総務常任委員会は毎回付託議案が多い。 

・３常任委員会で、各６人の 18 人は妥当だと思う。 

 

上野議長 

・案件数は明らかに総務に偏ってる 
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・慣例で議長は総務から出てるが、案件数多いからかなと思う。 

 

総合的な意見 

森委員長 

・人口の視点、議事機関の視点を総合的に判断した湖南市議会の適正な定数とは？ 

奥村委員 

・議員定数等は、議論の結果をしっかり、説明、公表すべきである。 

川波委員 

・少数派の意見も含め、住民の意見を広く拾い集め、その多様性を議会に反映させるため

には、議員定数は最低でも現状維持が必要で、できれば増えることが望ましいと考える。 

永田委員 

・これぐらいまで減ったときにはどうするかっていう、1つの布石をしておかないと、立ち

行かなくなると思う。 

堀田委員 

・外部からは、単に数字だけで、「もっと少なくてもいい」との見方もあるが、現職の議員

だからこそ、実情もわかった上で、数字やバランスが考えられる。 

・湖南市は、全国の人口や面積から見ると、中間的に位置している。 

・合併後ずっと定数を削減してきた中で、市民の意見をバランスよく吸い上げるためには、

現状の定数が妥当なライン、範囲内であり、平均だと考える。 

副田副委員長 

・３つの常任委員会で進めるべきだとは思う。 

・一人一人の議員の資質を向上していくことをベースにした定数、報酬でないといけない

と思う。 

・私たちのやってることが見えていくような努力をしていくべきだと思う。 

・議会改革で重ねた議論の過程をしっかり示したうえでの結果をアピールすべきである。 

 

 

８ 結論 

※調査の結果、総合的に判断して、湖南市議会の適正な議員定数は 18 人とする。 

・住民代表としての視点（人口からの視点）では、湖南市議会の定数 18 人は妥当であると

の意見が多かったが、一部には、住民の声を拾うには少なすぎるとの声もあった。 

・議事機関の視点から、全委員が、基本となる常任委員会数（総務・福祉教育・産業経済）

は、現行の３常任委員会が適正であるとの意見だった。 

・全委員が、基本となる常任委員会の委員会定数は、現行の６名が妥当だとの意見だった。 
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資料１ 

総務省・議員定数に関する調 

（令和 3年 4月 1日現在） 

人口 5 万人台（75 自治体） 

全国の市町村の議員定数（1724／全国 47 都道府県） 

（30,000 人以上 100,000 人未満の自治体・481） 

北海道 

北広島市    57,728 人 22 人 

石狩市     57,791 人 20 人 

 

青森県 

五所川原市   53,096 人 22 人 

むつ市     56,790 人 22 人 

 

岩手県 

宮古市     50,562 人 22 人 

滝沢市     55,346 人 20 人 

 

宮城県 

塩竃市     52,924 人 18 人 

富谷市     52,204 人 18 人 

 

秋田県 

能代市     51,174 人 20 人 

 

山形県 

なし 

 

福島県 

白河市     58,793 人 24 人 

二本松市    53,313 人 22 人 

南相馬市    52,765 人 22 人 

伊達市     58,782 人 22 人 

 

茨城県 

常総市     57,040 人 22 人 

常陸太田市   50,075 人 18 人 

那珂市     54,145 人 18 人 
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坂東市     50,640 人 20 人 

つくばみらい市 51,444 人 18 人 

 

栃木県 

下野市     59,378 人 18 人 

 

群馬県 

安中市     56,071 人 20 人 

 

埼玉県 

羽生市     52,504 人 14 人 

日高市     54,419 人 16 人 

白岡市     51,883 人 18 人 

 

千葉県 

銚子市     56,779 人 18 人 

東金市     57,743 人 20 人 

山武市     50,336 人 20 人 

 

東京都 

福生市     57,024 人 19 人 

羽村市     54,725 人 18 人 

 

神奈川県 

逗子市     59,074 人 17 人 

 

新潟県 

十日町市    50,815 人 24 人 

村上市     58,238 人 22 人 

佐渡市     53,049 人 21 人 

南魚沼市    55,354 人 22 人 

 

富山県 

なし 

 

石川県 

七尾市     50,470 人 18 人 

野々市市    52,990 人 15 人 
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福井県 

なし 

 

山梨県 

なし 

 

長野県 

茅野市     55,075 人 18 人 

千曲市     58,775 人 20 人 

 

岐阜県 

美濃加茂市   57,290 人 16 人 

土岐市     57,294 人 18 人 

瑞穂市     52,928 人 18 人 

 

静岡県 

裾野市     50,327 人 19 人 

湖西市     55,609 人 18 人 

 

愛知県 

津島市     59,979 人 18 人 

常滑市     59,010 人 18 人 

東浦町     50,343 人 16 人 

 

三重県 

なし 

 

滋賀県 

野洲市     50,302 人 18 人 

湖南市     51,704 人 18 人 

 

京都府 

向日市     56,791 人 20 人 

京丹後市    53,182 人 20 人 

 

大阪府 

高石市     57,540 人 16 人 

四条畷市    55,417 人 12 人 
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大阪狭山市   58,705 人 15 人 

阪南市     53,099 人 14 人 

 

兵庫県 

なし 

 

奈良県 

桜井市     56,340 人 16 人 

 

和歌山県 

岩出市     53,995 人 14 人 

 

鳥取県 

なし 

 

島根県 

浜田市     52,605 人 24 人 

 

岡山県 

玉野市     57,921 人 19 人 

 

広島県 

府中町     52,352 人 18 人 

 

山口県 

下松市     57,358 人 20 人 

 

徳島県 

鳴門市     55,767 人 22 人 

 

香川県 

坂出市     51,116 人 20 人 

観音寺市    58,225 人 20 人 

 

愛媛県 

なし 

 

高知県 
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なし 

 

福岡県 

直方市     55,669 人 19 人 

小群市     58,626 人 18 人 

古賀市     58,774 人 19 人 

朝倉市     51,396 人 18 人 

那珂川市    50,115 人 17 人 

 

佐賀県 

伊万里市    53,370 人 21 人 

 

長崎県 

なし 

 

熊本県 

荒尾市     51,641 人 18 人 

山鹿市     50,800 人 20 人 

宇城市     57,734 人 22 人 

 

大分県 

宇佐市     54,109 人 23 人 

 

宮崎県 

日南市     51,498 人 19 人 

 

鹿児島県 

出水市     52,279 人 20 人 

 

沖縄県 

宮古島市    55,009 人 24 人 
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全国の市町村の議員定数（1724／全国 47 都道府県） 

（人口 50,000 人台の自治体・75） 

 

5 万人台    

定数 18 人   22／75（29.3％） 

 定数 18 人未満 13／75（17.3％） 

 定数 19 人以上 40／75（53.3％） 

【定数 18 人以上 62／75（82.6％）】 

 

 

 

 

人口 5万人台で定数の少ない自治体（13 自治体） 

 

大阪府四条畷市    55,417 人 12 人  １議会 

 

和歌山県岩出市    53,995 人 14 人 

大阪府阪南市     53,099 人 14 人 

埼玉県羽生市     52,504 人 14 人  ３議会 

 

大阪府大阪狭山市   58,705 人 15 人 

石川県野々市市    52,990 人 15 人  ２議会 

 

大阪府高石市     57,540 人 16 人 

岐阜県美濃加茂市   57,290 人 16 人 

奈良県桜井市     56,340 人 16 人 

埼玉県日高市     54,419 人 16 人 

愛知県東浦町     50,343 人 16 人  ５議会 

 

神奈川県逗子市    59,074 人 17 人 

福岡県那珂川市    50,115 人 17 人  ２議会 
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人口 5万人台で定数の多い自治体（40 自治体） 

 

福島県白河市     58,793 人 24 人 

沖縄県宮古島市    55,009 人 24 人 

島根県浜田市     52,605 人 24 人 

新潟県十日町市    50,815 人 24 人  ４議会 

 

大分県宇佐市     54,109 人 23 人  １議会 

 

福島県伊達市     58,782 人 22 人 

新潟県村上市     58,238 人 22 人 

熊本県宇城市     57,734 人 22 人 

北海道北広島市    57,728 人 22 人 

茨木県常総市     57,040 人 22 人 

青森県むつ市     56,790 人 22 人 

徳島県鳴門市     55,767 人 22 人 

新潟県南魚沼市    55,354 人 22 人 

福島県二本松市    53,313 人 22 人 

青森県五所川原市   53,096 人 22 人 

福島県南相馬市    52,765 人 22 人 

岩手県宮古市     50,562 人 22 人  12 議会 

 

佐賀県伊万里市    53,370 人 21 人 

新潟県佐渡市     53,049 人 21 人  ２議会 

 

長野県千曲市     58,775 人 20 人 

香川県観音寺市    58,225 人 20 人 

北海道石狩市     57,791 人 20 人 

千葉県東金市     57,743 人 20 人 

山口県下松市     57,358 人 20 人 

京都府向日市     56,791 人 20 人 

群馬県安中市     56,071 人 20 人 

岩手県滝沢市     55,346 人 20 人 

京都府京丹後市    53,182 人 20 人 

鹿児島県出水市    52,279 人 20 人 

秋田県能代市     51,174 人 20 人 

香川県坂出市     51,116 人 20 人 

熊本県山鹿市     50,800 人 20 人 
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栃木県坂東市     50,640 人 20 人 

千葉県山武市     50,336 人 20 人  15 議会 

 

福岡県古賀市     58,774 人 19 人 

岡山県玉野市     57,921 人 19 人 

東京都福生市     57,024 人 19 人 

福岡県直方市     55,669 人 19 人 

宮崎県日南市     51,498 人 19 人 

静岡県裾野市     50,327 人 19 人  ６議会 

 

 



1 
 

資料２ 

総務省・議員定数に関する調 

（令和 3年 4月 1日現在） 

議員定数 18 人の自治体（114 自治体） 

全国の市町村の議員定数（1724／全国 47 都道府県） 

（30,000 人以上 100,000 人未満の自治体・481） 

北海道 

稚内市     32,588 人 18 人 

伊達市     33,192 人 18 人 

 

青森県 

三沢市     39,323 人 18 人 

つがる市    31,413 人 18 人 

 

岩手県 

釜石市     32,176 人 18 人 

柴波町     33,112 人 18 人 

 

宮城県 

塩竃市     52,924 人 18 人 

白石市     32,836 人 18 人 

多賀城市    61,910 人 18 人 

岩沼市     43,518 人 18 人 

東松島市    39,428 人 18 人 

富谷市     52,204 人 18 人 

柴田町     37,407 人 18 人 

亘理町     33,287 人 18 人 

利府町     35,867 人 18 人 

 

秋田県 

湯沢市     43,264 人 18 人 

潟上市     32,206 人 18 人 

 

山形県 

新庄市     34,360 人 18 人 

東根市     47,488 人 18 人 

 

福島県 
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相馬市     34,274 人 18 人 

 

茨城県 

結城市     48,811 人 18 人 

常陸太田市   50,075 人 18 人 

常陸大宮市   40,275 人 18 人 

那珂市     54,145 人 18 人 

桜川市     40,165 人 18 人 

行方市     32,693 人 18 人 

鉾田市     45,361 人 18 人 

つくばみらい市 51,444 人 18 人 

東海村     38,057 人 18 人 

阿見町     47,091 人 18 人 

 

栃木県 

さくら市    43,867 人 18 人 

下野市     59,378 人 18 人 

 

群馬県 

館林市     72,714 人 18 人 

渋川市     74,997 人 18 人 

藤岡市     63,525 人 18 人 

富岡市     46,863 人 18 人 

みどり市    49,391 人 18 人 

 

埼玉県 

蕨市       68,234 人  18 人 

和光市     81,626 人 18 人 

鶴ヶ島市    68,461 人 18 人 

白岡市     51,883 人 18 人 

 

千葉県 

銚子市     56,779 人 18 人 

館山市     45,368 人 18 人 

鴨川市     31,622 人 18 人 

宮里市     47,177 人 18 人 

南房総市    37,024 人 18 人 

匝瑳市     35,542 人 18 人 
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いすみ市    37,143 人 18 人 

大網白里市   48,319 人 18 人 

 

東京都 

羽村市     54,725 人 18 人 

 

神奈川県 

寒川町     47,966 人 18 人 

 

新潟県 

妙高市     30,923 人 18 人 

 

富山県 

黒部市     40,808 人 18 人 

砺波市     47,317 人 18 人 

南砺市     48,606 人 18 人 

 

石川県 

七尾市     50,470 人 18 人 

加賀市     64,275 人 18 人 

能美市     48,637 人 18 人 

 

福井県 

大野市     31,772 人 18 人 

 

山梨県 

山梨市     34,031 人 18 人 

甲州市     30,543 人 18 人 

 

長野県 

岡谷市     48,006 人 18 人 

茅野市     55,075 人 18 人 

塩尻市     65,440 人 18 人 

 

岐阜県 

羽島市     67,555 人 18 人 

土岐市     57,294 人 18 人 

瑞穂市     52,928 人 18 人 
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郡上市     40,571 人 18 人 

 

静岡県 

湖西市     55,609 人 18 人 

 

愛知県 

津島市     59,979 人 18 人 

常滑市     59,010 人 18 人 

知多市     85,302 人 18 人 

田原市     60,892 人 18 人 

愛西市     61,577 人 18 人 

長久手市    60,146 人 18 人 

 

三重県 

名張市     77,563 人 18 人 

亀山市     49,556 人 18 人 

いなべ市    43,263 人 18 人 

菰野町     40,630 人 18 人 

 

滋賀県 

栗東市     68,914 人 18 人 

野洲市     50,302 人 18 人 

湖南市     51,704 人 18 人 

高島市     47,544 人 18 人 

米原市     38,525 人 18 人 

 

京都府 

綾部市     32,334 人 18 人 

精華町     36,791 人 18 人 

 

大阪府 

貝塚市     84,027 人 18 人 

泉佐野市    99,661 人 18 人 

 

兵庫県 

洲本市     42,733 人 18 人 

赤穂市     46,693 人 18 人 

丹波篠山市   40,852 人 18 人 
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南あわじ市   46,400 人 18 人 

淡路市     43,131 人 18 人 

 

奈良県 

なし 

 

和歌山県 

橋本市     61,774 人 18 人 

 

鳥取県 

なし 

 

島根県 

なし 

 

岡山県 

瀬戸内市    37,049 人 18 人 

赤磐市     43,395 人 18 人 

 

広島県 

府中町     52,352 人 18 人 

 

山口県 

長門市     33,094 人 18 人 

柳井市     31,087 人 18 人 

 

徳島県 

なし 

 

香川県 

なし 

 

愛媛県 

西予市     36,571 人 18 人 

 

高知県 

なし 
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福岡県 

小群市     58,626 人 18 人 

太宰府市    71,441 人 18 人 

福津市     66,796 人 18 人 

朝倉市     51,396 人 18 人 

佐賀県 

なし 

 

長崎県 

平戸市     30,106 人 18 人 

五島市     36,129 人 18 人 

 

熊本県 

人吉市     31,301 人 18 人 

荒尾市     51,641 人 18 人 

宇土市     36,652 人 18 人 

菊陽町     42,827 人 18 人 

益城町     33,353 人 18 人 

 

大分県 

臼杵市     37,289 人 18 人 

豊後大野市   34,692 人 18 人 

 

宮崎県 

なし 

 

鹿児島県 

南さつま市   33,122 人 18 人 

 

沖縄県 

なし 
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議員定数 18 人の自治体（114 自治体） 

全国の市町村の議員定数（1724／全国 47 都道府県） 

（30,000 人以上 100,000 人未満の自治体・481） 

 

定数 18 人 

 ６万人以上 21／114（18.4％） 

５万人台  22／114（19.3％） 

 ５万人未満 71／114（62.2％） 

 【５万人台以下 93／114（81.5％）】 

 【５万人台以上 43／114（37.7％）】 

【６万人以上  21／114（18.4％）】 

 

 

大阪府泉佐野市    99,661 人 18 人  １議会 

 

愛知県知多市     85,302 人 18 人 

大阪府貝塚市     84,027 人 18 人 

埼玉県和光市     81,626 人 18 人  ３議会 

 

三重県名張市     77,563 人 18 人 

群馬県渋川市     74,997 人 18 人 

群馬県館林市     72,714 人 18 人 

福岡県太宰府市    71,441 人 18 人  ４議会 

 

60,000 人台               13 議会 

 

50,000 人台               22 議会 

 

40,000 人台               32 議会 

 

30,000 人台               39 議会 

 

 



※ 抽出市は人口5万人から10万人未満（235市）
（単位：人）

都道府県名 市名
人口
（人）

面積
（㎢）

2024/12/31
現在の議員定数

条例定数
適用年月

議員１人あた
りに対する
人口

議員１人
あたりに対す
るの面積
㎢

2024/12/31
現在の議員実数

2025/1/1以降
に適用の議員

定数

同条例等の
適用予定年月

変更定数後
の議員１人
あたりの
人口

変更定数後の
議員１人あた
りの面積

1 北海道 室蘭市 74,855 81.01 20 2023年4月 3,742 4.05 20

2 北海道 岩見沢市 74,204 481.02 22 2015年4月 3,372 21.86 22

3 北海道 千歳市 97,326 594.5 23 2017年5月 4,231 25.84 23

4 北海道 恵庭市 70,446 294.65 21 2011年4月 3,354 14.03 21

5 北海道 北広島市 56,495 119.05 22 2011年4月 2,567 5.41 22

6 北海道 石狩市 57,143 722.33 20 2019年5月 2,857 36.11 19

7 青森県 十和田市 57,361 725.65 22 2010年12月 2,607 32.98 22 20 2026年12月 2,868 36.28

8 青森県 むつ市 51,606 864.2 22 2019年10月 2,345 39.28 22

9 岩手県 花巻市 89,862 908.39 26 2014年7月 3,456 34.93 25

10 岩手県 北上市 91,110 437.55 26 2012年3月 3,504 16.82 26

11 岩手県 滝沢市 54,413 182.46 20 2011年7月 2,720 9.12 20

12 宮城県 塩竈市 51,726 17.38 18 2011年9月 2,873 0.96 18

13 宮城県 気仙沼市 55,491 332.44 24 2014年4月 2,312 13.85 23

14 宮城県 名取市 79,792 98.17 21 2012年1月 3,799 4.67 21

15 宮城県 多賀城市 61,628 19.69 18 2011年9月 3,423 1.09 18

16 宮城県 登米市 71,919 536.09 26 2013年4月 2,766 20.61 26 24 2025年4月 2,996 22.33

17 宮城県 栗原市 60,518 805 24 2021年4月 2,521 33.54 23 21 2025年4月 2,881 38.33

18 宮城県 富谷市 52,452 49.18 18 2019年8月 2,914 2.73 18

19 秋田県 横手市 80,765 692.8 26 2013年10月 3,106 26.64 25 22 2025年10月 3,671 31.49

20 秋田県 大館市 65,492 913.22 26 2019年4月 2,518 35.12 26

21 秋田県 由利本荘市 70,409 1209.59 22 2021年10月 3,200 54.98 20

22 秋田県 大仙市 73,787 866.79 24 2021年9月 3,074 36.11 24

23 山形県 米沢市 74,629 548.51 24 2007年4月 3,109 22.85 24

24 山形県 酒田市 93,924 602.98 25 2021年11月 3,756 24.11 25

25 山形県 天童市 60,204 113.02 21 2023年9月 2,866 5.38 21

26 福島県 白河市 57,082 305.32 24 2023年7月 2,378 12.72 24

27 福島県 須賀川市 72,918 279.43 24 2015年8月 3,038 11.64 24

28 福島県 二本松市 50,358 344.42 22 2018年6月 2,289 15.65 21

29 福島県 南相馬市 55,474 398.58 22 2014年11月 2,521 18.11 22

30 福島県 伊達市 55,997 265.12 22 2018年4月 2,545 12.05 21

31 新潟県 三条市 91,178 431.97 22 2018年4月 4,144 19.63 22

32 新潟県 柏崎市 76,216 442.7 22 2023年4月 3,464 20.12 22

33 新潟県 新発田市 91,677 533.11 25 2019年5月 3,667 21.32 24

34 新潟県 村上市 53,492 1174.24 20 2024年4月 2,674 58.71 20

市議会議員定数に関する調査結果【別表】
※ 数値は令和6年12月31日時点。

※ 面積はR7議員手帳記載より引用

資料３



35 新潟県 燕市 75,915 110.94 20 2018年10月 3,795 5.54 20

36 新潟県 南魚沼市 52,391 584.55 22 2017年10月 2,381 26.57 21

37 富山県 射水市 90,184 109.44 22 2013年11月 4,099 4.97 21

38 石川県 加賀市 61,686 305.87 18 2017年10月 3,427 16.99 17

39 石川県 野々市市 54,574 13.56 15 2015年4月 3,638 0.9 15

40 福井県 敦賀市 62,357 251.47 22 2023年4月 2,834 11.43 22

41 福井県 越前市 80,418 230.7 22 2010年7月 3,655 10.48 20

42 福井県 鯖江市 68,292 84.59 20 2007年7月 3,414 4.22 20

43 福井県 坂井市 88,434 209.67 24 2022年4月 3,684 8.73 22

44 長野県 飯田市 94,944 658.66 23 2009年4月 4,128 28.63 23

45 長野県 伊那市 64,901 667.93 21 2010年4月 3,090 31.8 21

46 長野県 茅野市 54,056 266.59 18 2007年4月 3,003 14.81 18

47 長野県 塩尻市 65,193 290.18 18 2015年4月 3,621 16.12 18

48 長野県 佐久市 97,380 423.51 26 2017年4月 3,745 16.28 26 24 2025年4月 4,057 17.64

49 長野県 千曲市 58,845 119.79 20 2020年7月 2,942 5.98 20

50 長野県 安曇野市 95,868 331.78 22 2017年10月 4,357 15.08 20

51 東京都 国立市 76,079 8.15 21 2019年4月 3,622 0.38 21

52 東京都 福生市 56,582 10.16 19 2015年4月 2,978 0.53 18 18 2027年4月 3,143 0.56

53 東京都 狛江市 82,048 6.39 22 2007年5月 3,729 0.29 22

54 東京都 東大和市 84,996 13.42 22 1999年4月 3,863 0.61 22

55 東京都 清瀬市 75,011 10.23 20 2011年4月 3,750 0.51 20

56 東京都 武蔵村山市 70,696 15.32 20 2007年4月 3,534 0.76 20

57 東京都 稲城市 93,916 17.97 22 2003年1月 4,268 0.81 22

58 東京都 羽村市 54,126 9.9 18 2007年4月 3,007 0.55 17

59 東京都 あきる野市 79,244 73.47 21 2009年6月 3,773 3.49 21

60 東京都 千代田区 68,835 11.66 25 2003年4月 2,753 0.46 24

61神奈川県 逗子市 57,827 17.28 17 2018年3月 3,401 1.01 15

62神奈川県 伊勢原市 99,816 55.56 20 2019年4月 4,990 2.77 20

63神奈川県 綾瀬市 83,952 22.14 20 2015年4月 4,197 1.1 18

64 山梨県 南アルプス市 71,720 264.14 22 2012年11月 3,260 12 22

65 山梨県 甲斐市 76,369 71.95 19 2022年4月 4,019 3.78 19

66 山梨県 笛吹市 66,867 201.92 19 2020年10月 3,519 10.62 19

67 茨城県 石岡市 69,923 215.53 22 2015年4月 3,178 9.79 21

68 茨城県 龍ケ崎市 74,917 78.59 22 2015年4月 3,405 3.57 22

69 茨城県 常総市 60,596 123.64 20 2023年4月 3,029 6.18 19

70 茨城県 笠間市 72,567 240.4 22 2014年12月 3,298 10.92 22

71 茨城県 牛久市 83,820 58.92 22 2003年4月 3,810 2.67 22

72 茨城県 鹿嶋市 65,217 106.04 20 2019年4月 3,260 5.3 20



73 茨城県 守谷市 70,888 35.71 20 1984年2月 3,544 1.78 20

74 茨城県 那珂市 53,167 97.82 18 2016年2月 2,953 5.43 18

75 茨城県 筑西市 99,804 205.3 24 2011年4月 4,158 8.55 23

76 茨城県 坂東市 52,135 123.03 20 2014年12月 2,606 6.15 18

77 茨城県 神栖市 93,786 146.97 23 2012年2月 4,077 6.39 23

78 茨城県 つくばみらい市 53,503 79.16 18 2012年2月 2,972 4.39 18

79 栃木県 鹿沼市 90,524 490.64 24 2015年9月 3,771 20.44 23

80 栃木県 日光市 75,281 1449.83 24 2018年4月 3,136 60.4 24

81 栃木県 真岡市 78,284 167.34 21 2015年4月 3,727 7.96 20

82 栃木県 大田原市 68,053 354.36 21 2019年11月 3,240 16.87 21

83 栃木県 下野市 59,728 74.59 18 2014年4月 3,318 4.14 17

84 群馬県 館林市 73,677 60.97 18 2018年9月 4,093 3.38 18

85 群馬県 渋川市 72,090 240.27 18 2019年2月 4,005 13.34 18

86 群馬県 藤岡市 61,551 180.29 18 2019年4月 3,419 10.01 18

87 群馬県 安中市 53,790 276.31 20 2019年4月 2,689 13.81 20

88 埼玉県 行田市 77,854 67.49 20 2019年4月 3,892 3.37 20

89 埼玉県 秩父市 57,212 577.83 19 2022年4月 3,011 30.41 19

90 埼玉県 飯能市 77,963 193.05 19 2013年4月 4,103 10.16 17

91 埼玉県 本庄市 76,783 89.69 21 2018年1月 3,656 4.27 21

92 埼玉県 東松山市 91,256 65.35 21 2011年4月 4,345 3.11 21

93 埼玉県 羽生市 53,696 58.64 14 2011年4月 3,835 4.18 14

94 埼玉県 蕨市 76,342 5.11 18 2007年6月 4,241 0.28 18

95 埼玉県 志木市 76,153 9.05 14 2016年4月 5,439 0.64 14

96 埼玉県 和光市 84,890 11.04 18 2011年4月 4,716 0.61 17

97 埼玉県 桶川市 74,172 25.35 19 2011年11月 3,903 1.33 19

98 埼玉県 北本市 65,274 19.82 20 2007年4月 3,263 0.99 20

99 埼玉県 八潮市 93,632 18.02 21 2013年9月 4,458 0.85 20

100 埼玉県 蓮田市 61,111 27.28 20 2007年4月 3,055 1.36 20

101 埼玉県 坂戸市 99,632 41.02 20 2016年4月 4,981 2.05 20

102 埼玉県 鶴ヶ島市 69,836 17.65 18 2007年4月 3,879 0.98 18

103 埼玉県 日高市 54,192 47.48 16 2015年4月 3,387 2.96 16

104 埼玉県 吉川市 72,396 31.66 20 2008年1月 3,619 1.58 20

105 埼玉県 白岡市 52,398 24.92 18 2007年4月 2,911 1.38 18

106 千葉県 銚子市 53,990 84.12 18 2019年4月 2,999 4.67 18

107 千葉県 茂原市 85,861 99.92 22 2017年4月 3,902 4.54 22

108 千葉県 東金市 56,524 89.12 20 2021年3月 2,826 4.45 19

109 千葉県 旭市 61,986 130.47 20 2017年12月 3,099 6.52 20

110 千葉県 君津市 79,520 318.78 22 2019年9月 3,614 14.49 22



111 千葉県 四街道市 96,424 34.52 20 2020年2月 4,821 1.72 20

112 千葉県 袖ケ浦市 66,091 94.82 22 2016年10月 3,004 4.31 22

113 千葉県 八街市 66,631 74.94 20 2015年8月 3,331 3.74 20

114 千葉県 白井市 62,218 35.48 18 2023年4月 3,456 1.97 18

115 千葉県 香取市 69,575 262.35 22 2014年12月 3,162 11.92 22

116 静岡県 伊東市 64,438 124.02 20 2015年9月 3,221 6.2 20

117 静岡県 島田市 94,747 315.7 20 2013年5月 4,737 15.78 19

118 静岡県 御殿場市 83,487 194.9 21 2016年1月 3,975 9.28 21

119 静岡県 袋井市 87,941 108.33 20 2013年4月 4,397 5.41 19

120 静岡県 湖西市 57,216 86.56 18 2011年4月 3,178 4.8 18

121 愛知県 津島市 59,566 25.09 18 2019年4月 3,309 1.39 17

122 愛知県 碧南市 72,216 36.12 22 2008年5月 3,282 1.64 22

123 愛知県 常滑市 58,662 55.9 18 2011年5月 3,259 3.1 18

124 愛知県 犬山市 71,334 74.9 18 2023年4月 3,963 4.16 18

125 愛知県 蒲郡市 77,581 56.96 20 2011年4月 3,879 2.84 20

126 愛知県 江南市 98,124 30.2 20 2023年4月 4,906 1.51 20

127 愛知県 大府市 93,014 33.66 19 2015年4月 4,895 1.77 19

128 愛知県 知多市 83,017 45.9 18 2019年4月 4,612 2.55 18

129 愛知県 知立市 72,646 16.31 20 2014年8月 3,632 0.81 19

130 愛知県 尾張旭市 83,782 21.03 20 2019年4月 4,189 1.05 20

131 愛知県 豊明市 67,903 23.22 20 2011年4月 3,395 1.16 20 18 2027年4月 3,772 1.29

132 愛知県 日進市 94,156 34.91 20 2011年4月 4,707 1.74 20

133 愛知県 田原市 58,254 191.11 18 2015年2月 3,236 10.61 18

134 愛知県 愛西市 60,457 66.68 18 2018年4月 3,358 3.7 17

135 愛知県 清須市 68,694 17.35 21 2022年4月 3,271 0.82 21

136 愛知県 北名古屋市 85,843 18.37 21 2014年4月 4,087 0.87 20

137 愛知県 みよし市 61,408 32.19 20 2007年4月 3,070 1.6 20

138 愛知県 あま市 88,363 27.49 22 2019年4月 4,016 1.24 22

139 愛知県 長久手市 61,490 21.55 18 2015年4月 3,416 1.19 16

140 三重県 伊賀市 84,565 558.23 22 2021年3月 3,843 25.37 22

141 三重県 名張市 74,226 129.77 18 2018年8月 4,123 7.2 17

142 岐阜県 高山市 82,476 2177.61 24 2003年4月 3,436 90.73 24

143 岐阜県 関市 84,024 472.33 22 2023年4月 3,819 21.46 22

144 岐阜県 中津川市 73,531 676.45 21 2015年4月 3,501 32.21 21

145 岐阜県 羽島市 66,503 53.66 18 2007年4月 3,694 2.98 18

146 岐阜県 美濃加茂市 57,588 74.81 16 2014年10月 3,599 4.67 16

147 岐阜県 土岐市 54,243 116.16 18 2007年4月 3,013 6.45 18

148 岐阜県 可児市 99,718 87.57 22 2007年7月 4,532 3.98 22



149 岐阜県 瑞穂市 56,336 28.19 18 2016年4月 3,129 1.56 18

150 大阪府 泉大津市 72,724 14.33 16 2023年4月 4,545 0.89 16

151 大阪府 貝塚市 81,420 43.93 17 2023年4月 4,789 2.58 17

152 大阪府 泉佐野市 99,318 56.51 18 2018年5月 5,517 3.13 17

153 大阪府 河内長野市 97,912 109.63 18 2010年4月 5,439 6.09 16

154 大阪府 柏原市 66,500 25.33 16 2017年9月 4,156 1.58 16

155 大阪府 摂津市 86,344 14.87 19 2017年9月 4,544 0.78 19

156 大阪府 高石市 55,968 11.3 15 2023年4月 3,731 0.75 15

157 大阪府 藤井寺市 62,304 8.89 14 2015年4月 4,450 0.63 14

158 大阪府 泉南市 58,154 49.98 15 2020年10月 3,876 3.33 15

159 大阪府 四條畷市 53,749 18.69 12 2015年4月 4,479 1.55 12

160 大阪府 交野市 77,191 25.55 15 2011年9月 5,146 1.7 15

161 大阪府 大阪狭山市 57,746 11.92 14 2023年4月 4,124 0.85 14

162 大阪府 阪南市 50,067 36.17 14 2017年9月 3,576 2.58 11

163 京都府 福知山市 74,513 552.57 24 2019年4月 3,104 23.02 23

164 京都府 舞鶴市 75,322 342.12 25 2022年11月 3,012 13.68 25

165 京都府 亀岡市 86,209 224.8 24 2015年1月 3,592 9.36 24

166 京都府 城陽市 73,321 32.71 20 2011年4月 3,666 1.63 19

167 京都府 長岡京市 82,205 19.17 22 2021年10月 3,736 0.87 22

168 京都府 向日市 56,186 7.72 18 2023年7月 3,121 0.42 17

169 京都府 八幡市 68,598 24.35 21 2015年4月 3,266 1.15 21

170 京都府 京田辺市 72,003 42.92 20 2015年4月 3,600 2.14 20

171 京都府 京丹後市 50,042 501.44 20 2020年4月 2,502 25.07 20

172 京都府 木津川市 79,339 85.13 20 2019年4月 3,966 4.25 20

173 滋賀県 近江八幡市 81,925 177.45 22 2023年4月 3,723 8.06 21

174 滋賀県 守山市 85,881 55.73 20 2019年10月 4,294 2.78 20

175 滋賀県 栗東市 70,396 52.69 18 2011年4月 3,910 2.92 18

176 滋賀県 甲賀市 87,741 481.62 24 2017年10月 3,655 20.06 24

177 滋賀県 野洲市 50,607 80.15 18 2017年10月 2,811 4.45 17

178 滋賀県 湖南市 54,048 70.4 18 2013年10月 3,002 3.91 18

179 兵庫県 芦屋市 94,007 18.47 21 2015年4月 4,476 0.87 21

180 兵庫県 豊岡市 75,189 697.55 24 2013年10月 3,132 29.06 22

181 兵庫県 たつの市 72,271 210.87 20 2022年4月 3,613 10.54 20

182 兵庫県 三木市 73,084 176.51 16 2015年4月 4,567 11.03 16

183 兵庫県 高砂市 86,511 34.38 19 2018年9月 4,553 1.8 19

184 兵庫県 丹波市 60,033 493.21 18 2024年11月 3,335 27.4 18

185 奈良県 大和高田市 61,818 16.48 17 2019年4月 3,636 0.96 17

186 奈良県 大和郡山市 82,598 42.69 20 2019年4月 4,129 2.13 19 18 2027年4月 4,588 2.37



187 奈良県 天理市 60,686 86.42 16 2019年4月 3,792 5.4 16

188 奈良県 桜井市 54,272 98.91 16 2007年4月 3,392 6.18 16

189 奈良県 香芝市 78,324 24.26 16 2013年3月 4,895 1.51 16

190和歌山県 田辺市 67,316 1026.91 20 2021年4月 3,365 51.34 17

191和歌山県 紀の川市 58,920 228.21 20 2021年12月 2,946 11.41 18

192和歌山県 橋本市 58,792 130.55 18 2019年4月 3,266 7.25 18

193和歌山県 岩出市 53,900 38.51 14 2021年1月 3,850 2.75 14

194 岡山県 津山市 95,030 506.33 25 2023年4月 3,801 20.25 25

195 岡山県 玉野市 54,130 103.58 19 2019年4月 2,848 5.45 19

196 岡山県 総社市 69,625 211.9 22 2017年9月 3,164 9.63 22

197 広島県 三原市 87,061 471.51 25 2021年4月 3,482 18.86 25 24 2025年4月 3,627 19.64

198 山口県 下松市 56,637 89.34 20 2010年4月 2,831 4.46 19

199 山口県 山陽小野田市 58,871 133.09 22 2013年10月 2,675 6.04 21

200 徳島県 鳴門市 53,228 135.66 22 2005年12月 2,419 6.16 22 20 2025年11月 2,661 6.78

201 徳島県 阿南市 67,954 279.25 26 2021年11月 2,613 10.74 26

202 香川県 観音寺市 56,361 117.83 20 2013年11月 2,818 5.89 20 18 2025年11月 3,131 6.54

203 香川県 三豊市 60,480 222.69 22 2014年1月 2,749 10.12 22 20 2026年1月 3,024 11.13

204 愛媛県 宇和島市 66,981 468.16 24 2017年8月 2,790 19.5 24 20 2025年8月 3,349 23.4

205 愛媛県 四国中央市 80,965 421.24 22 2016年11月 3,680 19.14 22

206 福岡県 直方市 54,838 61.76 19 2011年4月 2,886 3.25 19

207 福岡県 柳川市 61,523 77.15 19 2022年10月 3,238 4.06 19

208 福岡県 朝倉市 50,016 246.71 18 2015年4月 2,778 13.7 18

209 福岡県 八女市 59,528 482.44 22 2019年4月 2,705 21.92 22

210 福岡県 行橋市 72,230 70.07 20 2020年4月 3,611 3.5 20

211 福岡県 小郡市 59,509 45.51 18 2010年4月 3,306 2.52 18

212 福岡県 宗像市 96,855 119.94 20 2008年10月 4,842 5.99 20

213 福岡県 太宰府市 71,556 29.6 18 2011年4月 3,975 1.64 16

214 福岡県 古賀市 59,184 42.07 19 2011年4月 3,114 2.21 19

215 福岡県 福津市 69,186 52.76 18 2014年12月 3,843 2.93 18

216 佐賀県 伊万里市 51,664 255.26 21 2019年4月 2,460 12.15 20

217 佐賀県 鳥栖市 74,507 71.72 22 2009年11月 3,386 3.26 22

218 長崎県 大村市 99,694 126.73 25 2007年4月 3,987 5.06 25

219 熊本県 玉名市 62,582 152.6 22 2017年10月 2,844 6.93 20

220 熊本県 天草市 71,920 683.82 26 2013年3月 2,766 26.3 26

221 熊本県 宇城市 56,347 188.67 22 2014年4月 2,561 8.57 20

222 熊本県 合志市 65,160 53.19 19 2015年4月 3,429 2.79 19

223 大分県 中津市 81,524 491.44 24 2019年4月 3,396 20.47 23

224 大分県 日田市 60,207 666.03 22 2015年4月 2,736 30.27 22



225 大分県 佐伯市 64,450 903.14 25 2017年4月 2,578 36.12 25 22 2025年4月 2,929 41.05

226 大分県 宇佐市 51,995 439.05 21 2023年4月 2,475 20.9 20

227 宮崎県 日向市 56,703 336.89 20 2019年4月 2,835 16.84 20

228鹿児島県 薩摩川内市 90,535 682.92 26 2012年10月 3,482 26.26 26

229鹿児島県 鹿屋市 98,579 448.15 26 2022年4月 3,791 17.23 26

230鹿児島県 出水市 51,402 329.98 20 2018年4月 2,570 16.49 20

231鹿児島県 姶良市 78,123 231.25 24 2014年4月 3,255 9.63 22

232 沖縄県 名護市 64,734 210.9 26 2018年9月 2,489 8.11 25

233 沖縄県 糸満市 62,234 46.6 21 2013年11月 2,963 2.21 21

234 沖縄県 豊見城市 65,889 19.33 22 2019年2月 2,994 0.87 21

235 沖縄県 宮古島市 54,487 203.9 24 2017年11月 2,270 8.49 22

70,893 224 20 3,503 10 20 3,522 10

団体数

10

46

69

61

28

17

4

235

団体数

114

38

26

16

14

10

7

10

235

平  均

4,500～5,000未満

5,000以上

議員1人あたりに対する人口（人）

合計

議員1人あたりに対する面積（㎢）

2,000～2,500未満

2,500～3,000未満

3,000～3,500未満

3,500～4,000未満

4,000～4,500未満

25～30未満

30～35未満

35以上

合計

0～5未満

5～10未満

10～15未満

15～20未満

20～25未満

4%

20%

29%

26%

12%

7%

2%

議員1人に対する人口

2,000～2,500未満

2,500～3,000未満

3,000～3,500未満

3,500～4,000未満

4,000～4,500未満

4,500～5,000未満

5,000以上

49%

16%

11%

7%

6%

4%

3%
4%

議員1人に対する面積

0～5未満

5～10未満

10～15未満

15～20未満

20～25未満

25～30未満

30～35未満

35以上

湖南市

湖南市



議員1人あたりに対する人口（人） 【湖南市（3,000人から3,500人/議員1人）】

湖南市類似団体69団体（全体の29％）

※ 抽出市は人口5万人から10万人未満（235市）
（単位：人）

都道府県名 市名
人口
（人）

面積
（㎢）

2024/12/31
現在の議員定数

条例定数
適用年月

議員１人あた
りに対する
人口

議員１人
あたりに対す
るの面積
㎢

2024/12/31
現在の議員実数

2025/1/1以降
に適用の議員

定数

同条例等の
適用予定年月

変更定数後
の議員１人
あたりの
人口

変更定数後の
議員１人あた
りの面積

1 北海道 岩見沢市 74,204 481.02 22 2015年4月 3,372 21.86 22

2 北海道 恵庭市 70,446 294.65 21 2011年4月 3,354 14.03 21

3 岩手県 花巻市 89,862 908.39 26 2014年7月 3,456 34.93 25

4 宮城県 多賀城市 61,628 19.69 18 2011年9月 3,423 1.09 18

5 秋田県 横手市 80,765 692.8 26 2013年10月 3,106 26.64 25 22 2025年10月 3,671 31.49

6 秋田県 由利本荘市 70,409 1209.59 22 2021年10月 3,200 54.98 20

7 秋田県 大仙市 73,787 866.79 24 2021年9月 3,074 36.11 24

8 山形県 米沢市 74,629 548.51 24 2007年4月 3,109 22.85 24

9 福島県 須賀川市 72,918 279.43 24 2015年8月 3,038 11.64 24

10 新潟県 柏崎市 76,216 442.7 22 2023年4月 3,464 20.12 22

11 石川県 加賀市 61,686 305.87 18 2017年10月 3,427 16.99 17

12 福井県 鯖江市 68,292 84.59 20 2007年7月 3,414 4.22 20

13 長野県 伊那市 64,901 667.93 21 2010年4月 3,090 31.8 21

14 長野県 茅野市 54,056 266.59 18 2007年4月 3,003 14.81 18

15 東京都 羽村市 54,126 9.9 18 2007年4月 3,007 0.55 17

16神奈川県 逗子市 57,827 17.28 17 2018年3月 3,401 1.01 15

17 山梨県 南アルプス市 71,720 264.14 22 2012年11月 3,260 12 22

18 茨城県 石岡市 69,923 215.53 22 2015年4月 3,178 9.79 21

19 茨城県 龍ケ崎市 74,917 78.59 22 2015年4月 3,405 3.57 22

20 茨城県 常総市 60,596 123.64 20 2023年4月 3,029 6.18 19

21 茨城県 笠間市 72,567 240.4 22 2014年12月 3,298 10.92 22

22 茨城県 鹿嶋市 65,217 106.04 20 2019年4月 3,260 5.3 20

23 栃木県 日光市 75,281 1449.83 24 2018年4月 3,136 60.4 24

24 栃木県 大田原市 68,053 354.36 21 2019年11月 3,240 16.87 21

25 栃木県 下野市 59,728 74.59 18 2014年4月 3,318 4.14 17

26 群馬県 藤岡市 61,551 180.29 18 2019年4月 3,419 10.01 18

27 埼玉県 秩父市 57,212 577.83 19 2022年4月 3,011 30.41 19

28 埼玉県 北本市 65,274 19.82 20 2007年4月 3,263 0.99 20

29 埼玉県 蓮田市 61,111 27.28 20 2007年4月 3,055 1.36 20

30 埼玉県 日高市 54,192 47.48 16 2015年4月 3,387 2.96 16

31 千葉県 旭市 61,986 130.47 20 2017年12月 3,099 6.52 20

32 千葉県 袖ケ浦市 66,091 94.82 22 2016年10月 3,004 4.31 22

33 千葉県 八街市 66,631 74.94 20 2015年8月 3,331 3.74 20

市議会議員定数に関する調査結果【別表】

※ 数値は令和6年12月31日時点。

※ 面積はR7議員手帳記載より引用

資料４



34 千葉県 白井市 62,218 35.48 18 2023年4月 3,456 1.97 18

35 千葉県 香取市 69,575 262.35 22 2014年12月 3,162 11.92 22

36 静岡県 伊東市 64,438 124.02 20 2015年9月 3,221 6.2 20

37 静岡県 湖西市 57,216 86.56 18 2011年4月 3,178 4.8 18

38 愛知県 津島市 59,566 25.09 18 2019年4月 3,309 1.39 17

39 愛知県 碧南市 72,216 36.12 22 2008年5月 3,282 1.64 22

40 愛知県 常滑市 58,662 55.9 18 2011年5月 3,259 3.1 18

41 愛知県 豊明市 67,903 23.22 20 2011年4月 3,395 1.16 20 18 2027年4月 3,772 1.29

42 愛知県 田原市 58,254 191.11 18 2015年2月 3,236 10.61 18

43 愛知県 愛西市 60,457 66.68 18 2018年4月 3,358 3.7 17

44 愛知県 清須市 68,694 17.35 21 2022年4月 3,271 0.82 21

45 愛知県 みよし市 61,408 32.19 20 2007年4月 3,070 1.6 20

46 愛知県 長久手市 61,490 21.55 18 2015年4月 3,416 1.19 16

47 岐阜県 高山市 82,476 2177.61 24 2003年4月 3,436 90.73 24

48 岐阜県 土岐市 54,243 116.16 18 2007年4月 3,013 6.45 18

49 岐阜県 瑞穂市 56,336 28.19 18 2016年4月 3,129 1.56 18

50 京都府 福知山市 74,513 552.57 24 2019年4月 3,104 23.02 23

51 京都府 舞鶴市 75,322 342.12 25 2022年11月 3,012 13.68 25

52 京都府 向日市 56,186 7.72 18 2023年7月 3,121 0.42 17

53 京都府 八幡市 68,598 24.35 21 2015年4月 3,266 1.15 21

54 滋賀県 湖南市 54,048 70.4 18 2013年10月 3,002 3.91 18

55 兵庫県 豊岡市 75,189 697.55 24 2013年10月 3,132 29.06 22

56 兵庫県 丹波市 60,033 493.21 18 2024年11月 3,335 27.4 18

57 奈良県 桜井市 54,272 98.91 16 2007年4月 3,392 6.18 16

58和歌山県 田辺市 67,316 1026.91 20 2021年4月 3,365 51.34 17

59和歌山県 橋本市 58,792 130.55 18 2019年4月 3,266 7.25 18

60 岡山県 総社市 69,625 211.9 22 2017年9月 3,164 9.63 22

61 広島県 三原市 87,061 471.51 25 2021年4月 3,482 18.86 25 24 2025年4月 3,627 19.64

62 福岡県 柳川市 61,523 77.15 19 2022年10月 3,238 4.06 19

63 福岡県 小郡市 59,509 45.51 18 2010年4月 3,306 2.52 18

64 福岡県 古賀市 59,184 42.07 19 2011年4月 3,114 2.21 19

65 佐賀県 鳥栖市 74,507 71.72 22 2009年11月 3,386 3.26 22

66 熊本県 合志市 65,160 53.19 19 2015年4月 3,429 2.79 19

67 大分県 中津市 81,524 491.44 24 2019年4月 3,396 20.47 23

68鹿児島県 薩摩川内市 90,535 682.92 26 2012年10月 3,482 26.26 26

69鹿児島県 姶良市 78,123 231.25 24 2014年4月 3,255 9.63 22



議員定数全体の割合

定数（人） 団体数（市）

16人 2

17人 1

18人 20

19人 4

20人 11

21人 5

22人 12

23人 0

24人 9

25人 2

26人 3

合計 69

16人
3%

17人
2%

18人
29%

19人
6%

20人
16%

21人
7%

22人
17%

23人
0%

24人
13%

25人
3%

26人
4%

議員定数

16人

17人

18人

19人

20人

21人

22人

23人

24人

25人

26人



議員1人あたりに対する面積（㎢） 【湖南市（0㎢から５㎢/議員1人）】

湖南市類似団体114団体（全体の49％）

※ 抽出市は人口5万人から10万人未満（235市）
（単位：人）

都道府県名 市名
人口
（人）

面積
（㎢）

2024/12/31
現在の議員定数

条例定数
適用年月

議員１人あた
りに対する
人口

議員１人
あたりに対す
るの面積
㎢

2024/12/31
現在の議員実数

2025/1/1以降
に適用の議員

定数

同条例等の
適用予定年月

変更定数後
の議員１人
あたりの
人口

変更定数後
の議員１人
あたりの面

積

1 北海道 室蘭市 74,855 81.01 20 2023年4月 3,742 4.05 20

2 宮城県 塩竈市 51,726 17.38 18 2011年9月 2,873 0.96 18

3 宮城県 名取市 79,792 98.17 21 2012年1月 3,799 4.67 21

4 宮城県 多賀城市 61,628 19.69 18 2011年9月 3,423 1.09 18

5 宮城県 富谷市 52,452 49.18 18 2019年8月 2,914 2.73 18

6 富山県 射水市 90,184 109.44 22 2013年11月 4,099 4.97 21

7 石川県 野々市市 54,574 13.56 15 2015年4月 3,638 0.9 15

8 福井県 鯖江市 68,292 84.59 20 2007年7月 3,414 4.22 20

9 東京都 国立市 76,079 8.15 21 2019年4月 3,622 0.38 21

10 東京都 福生市 56,582 10.16 19 2015年4月 2,978 0.53 18 18 2027年4月 3,143 0.56

11 東京都 狛江市 82,048 6.39 22 2007年5月 3,729 0.29 22

12 東京都 東大和市 84,996 13.42 22 1999年4月 3,863 0.61 22

13 東京都 清瀬市 75,011 10.23 20 2011年4月 3,750 0.51 20

14 東京都 武蔵村山市 70,696 15.32 20 2007年4月 3,534 0.76 20

15 東京都 稲城市 93,916 17.97 22 2003年1月 4,268 0.81 22

16 東京都 羽村市 54,126 9.9 18 2007年4月 3,007 0.55 17

17 東京都 あきる野市 79,244 73.47 21 2009年6月 3,773 3.49 21

18 東京都 千代田区 68,835 11.66 25 2003年4月 2,753 0.46 24

19神奈川県 逗子市 57,827 17.28 17 2018年3月 3,401 1.01 15

20神奈川県 伊勢原市 99,816 55.56 20 2019年4月 4,990 2.77 20

21神奈川県 綾瀬市 83,952 22.14 20 2015年4月 4,197 1.1 18

22 山梨県 甲斐市 76,369 71.95 19 2022年4月 4,019 3.78 19

23 茨城県 龍ケ崎市 74,917 78.59 22 2015年4月 3,405 3.57 22

24 茨城県 牛久市 83,820 58.92 22 2003年4月 3,810 2.67 22

25 茨城県 守谷市 70,888 35.71 20 1984年2月 3,544 1.78 20

26 茨城県 つくばみらい市 53,503 79.16 18 2012年2月 2,972 4.39 18

27 栃木県 下野市 59,728 74.59 18 2014年4月 3,318 4.14 17

28 群馬県 館林市 73,677 60.97 18 2018年9月 4,093 3.38 18

29 埼玉県 行田市 77,854 67.49 20 2019年4月 3,892 3.37 20

30 埼玉県 本庄市 76,783 89.69 21 2018年1月 3,656 4.27 21

市議会議員定数に関する調査結果【別表】

※ 数値は令和6年12月31日時点。

※ 面積はR7議員手帳記載より引用

資料５



31 埼玉県 東松山市 91,256 65.35 21 2011年4月 4,345 3.11 21

32 埼玉県 羽生市 53,696 58.64 14 2011年4月 3,835 4.18 14

33 埼玉県 蕨市 76,342 5.11 18 2007年6月 4,241 0.28 18

34 埼玉県 志木市 76,153 9.05 14 2016年4月 5,439 0.64 14

35 埼玉県 和光市 84,890 11.04 18 2011年4月 4,716 0.61 17

36 埼玉県 桶川市 74,172 25.35 19 2011年11月 3,903 1.33 19

37 埼玉県 北本市 65,274 19.82 20 2007年4月 3,263 0.99 20

38 埼玉県 八潮市 93,632 18.02 21 2013年9月 4,458 0.85 20

39 埼玉県 蓮田市 61,111 27.28 20 2007年4月 3,055 1.36 20

40 埼玉県 坂戸市 99,632 41.02 20 2016年4月 4,981 2.05 20

41 埼玉県 鶴ヶ島市 69,836 17.65 18 2007年4月 3,879 0.98 18

42 埼玉県 日高市 54,192 47.48 16 2015年4月 3,387 2.96 16

43 埼玉県 吉川市 72,396 31.66 20 2008年1月 3,619 1.58 20

44 埼玉県 白岡市 52,398 24.92 18 2007年4月 2,911 1.38 18

45 千葉県 銚子市 53,990 84.12 18 2019年4月 2,999 4.67 18

46 千葉県 茂原市 85,861 99.92 22 2017年4月 3,902 4.54 22

47 千葉県 東金市 56,524 89.12 20 2021年3月 2,826 4.45 19

48 千葉県 四街道市 96,424 34.52 20 2020年2月 4,821 1.72 20

49 千葉県 袖ケ浦市 66,091 94.82 22 2016年10月 3,004 4.31 22

50 千葉県 八街市 66,631 74.94 20 2015年8月 3,331 3.74 20

51 千葉県 白井市 62,218 35.48 18 2023年4月 3,456 1.97 18

52 静岡県 湖西市 57,216 86.56 18 2011年4月 3,178 4.8 18

53 愛知県 津島市 59,566 25.09 18 2019年4月 3,309 1.39 17

54 愛知県 碧南市 72,216 36.12 22 2008年5月 3,282 1.64 22

55 愛知県 常滑市 58,662 55.9 18 2011年5月 3,259 3.1 18

56 愛知県 犬山市 71,334 74.9 18 2023年4月 3,963 4.16 18

57 愛知県 蒲郡市 77,581 56.96 20 2011年4月 3,879 2.84 20

58 愛知県 江南市 98,124 30.2 20 2023年4月 4,906 1.51 20

59 愛知県 大府市 93,014 33.66 19 2015年4月 4,895 1.77 19

60 愛知県 知多市 83,017 45.9 18 2019年4月 4,612 2.55 18

61 愛知県 知立市 72,646 16.31 20 2014年8月 3,632 0.81 19

62 愛知県 尾張旭市 83,782 21.03 20 2019年4月 4,189 1.05 20

63 愛知県 豊明市 67,903 23.22 20 2011年4月 3,395 1.16 20 18 2027年4月 3,772 1.29

64 愛知県 日進市 94,156 34.91 20 2011年4月 4,707 1.74 20

65 愛知県 愛西市 60,457 66.68 18 2018年4月 3,358 3.7 17



66 愛知県 清須市 68,694 17.35 21 2022年4月 3,271 0.82 21

67 愛知県 北名古屋市 85,843 18.37 21 2014年4月 4,087 0.87 20

68 愛知県 みよし市 61,408 32.19 20 2007年4月 3,070 1.6 20

69 愛知県 あま市 88,363 27.49 22 2019年4月 4,016 1.24 22

70 愛知県 長久手市 61,490 21.55 18 2015年4月 3,416 1.19 16

71 岐阜県 羽島市 66,503 53.66 18 2007年4月 3,694 2.98 18

72 岐阜県 美濃加茂市 57,588 74.81 16 2014年10月 3,599 4.67 16

73 岐阜県 可児市 99,718 87.57 22 2007年7月 4,532 3.98 22

74 岐阜県 瑞穂市 56,336 28.19 18 2016年4月 3,129 1.56 18

75 大阪府 泉大津市 72,724 14.33 16 2023年4月 4,545 0.89 16

76 大阪府 貝塚市 81,420 43.93 17 2023年4月 4,789 2.58 17

77 大阪府 泉佐野市 99,318 56.51 18 2018年5月 5,517 3.13 17

78 大阪府 柏原市 66,500 25.33 16 2017年9月 4,156 1.58 16

79 大阪府 摂津市 86,344 14.87 19 2017年9月 4,544 0.78 19

80 大阪府 高石市 55,968 11.3 15 2023年4月 3,731 0.75 15

81 大阪府 藤井寺市 62,304 8.89 14 2015年4月 4,450 0.63 14

82 大阪府 泉南市 58,154 49.98 15 2020年10月 3,876 3.33 15

83 大阪府 四條畷市 53,749 18.69 12 2015年4月 4,479 1.55 12

84 大阪府 交野市 77,191 25.55 15 2011年9月 5,146 1.7 15

85 大阪府 大阪狭山市 57,746 11.92 14 2023年4月 4,124 0.85 14

86 大阪府 阪南市 50,067 36.17 14 2017年9月 3,576 2.58 11

87 京都府 城陽市 73,321 32.71 20 2011年4月 3,666 1.63 19

88 京都府 長岡京市 82,205 19.17 22 2021年10月 3,736 0.87 22

89 京都府 向日市 56,186 7.72 18 2023年7月 3,121 0.42 17

90 京都府 八幡市 68,598 24.35 21 2015年4月 3,266 1.15 21

91 京都府 京田辺市 72,003 42.92 20 2015年4月 3,600 2.14 20

92 京都府 木津川市 79,339 85.13 20 2019年4月 3,966 4.25 20

93 滋賀県 守山市 85,881 55.73 20 2019年10月 4,294 2.78 20

94 滋賀県 栗東市 70,396 52.69 18 2011年4月 3,910 2.92 18

95 滋賀県 野洲市 50,607 80.15 18 2017年10月 2,811 4.45 17

96 滋賀県 湖南市 54,048 70.4 18 2013年10月 3,002 3.91 18

97 兵庫県 芦屋市 94,007 18.47 21 2015年4月 4,476 0.87 21

98 兵庫県 高砂市 86,511 34.38 19 2018年9月 4,553 1.8 19

99 奈良県 大和高田市 61,818 16.48 17 2019年4月 3,636 0.96 17

100 奈良県 大和郡山市 82,598 42.69 20 2019年4月 4,129 2.13 19 18 2027年4月 4,588 2.37



101 奈良県 香芝市 78,324 24.26 16 2013年3月 4,895 1.51 16

102和歌山県 岩出市 53,900 38.51 14 2021年1月 3,850 2.75 14

103 山口県 下松市 56,637 89.34 20 2010年4月 2,831 4.46 19

104 福岡県 直方市 54,838 61.76 19 2011年4月 2,886 3.25 19

105 福岡県 柳川市 61,523 77.15 19 2022年10月 3,238 4.06 19

106 福岡県 行橋市 72,230 70.07 20 2020年4月 3,611 3.5 20

107 福岡県 小郡市 59,509 45.51 18 2010年4月 3,306 2.52 18

108 福岡県 太宰府市 71,556 29.6 18 2011年4月 3,975 1.64 16

109 福岡県 古賀市 59,184 42.07 19 2011年4月 3,114 2.21 19

110 福岡県 福津市 69,186 52.76 18 2014年12月 3,843 2.93 18

111 佐賀県 鳥栖市 74,507 71.72 22 2009年11月 3,386 3.26 22

112 熊本県 合志市 65,160 53.19 19 2015年4月 3,429 2.79 19

113 沖縄県 糸満市 62,234 46.6 21 2013年11月 2,963 2.21 21

114 沖縄県 豊見城市 65,889 19.33 22 2019年2月 2,994 0.87 21



議員定数全体の割合

定数（人） 団体数（市）

１２人 1
１３人 0
１４人 6
１５人 4
１６人 5
１７人 3
１８人 30
１９人 10
２０人 29
２１人 11
２２人 14
２３人 0
２４人 0
２５人 1
合計 114

１２人
1%
１３人

0%

１４人
5%

１５人
4%

１６人
4%

１７人
3%

１８人
26%

１９人
9%

２０人
25%

２１人
10%

２２人
12%

２３人
0% ２４人

0%

２５人
1%

議員定数

１２人

１３人

１４人

１５人

１６人

１７人

１８人

１９人

２０人

２１人

２２人

２３人

２４人

２５人



H18 H20 ・・・・・・・ R7

10       11   12 1   2   3 7   8   9 10 1月～12月 1月～12月 11 12 10 ・・・・・・・ 3 ・・  
現在

H18 H20 H24      ････ R7

10       11   12 1   2   3 1月～12月 1月～12月 1   2  ････        5   6   7   8 9  ････ 1   2   3   4  ････ 1 2   3 ・・・・・・・ 3 ・・  
現在

６人

H18 H20 R7

10       11   12 1   2   3 1月～12月 1   2   3 4   5 ・・・・      10  11       12 1月～12月 ・・・・・・・ 3 ・・  
現在

H16 H17 H19 H21 H22                       ････ H25 ・・・・・ H26

4   5   6   7        8   9 4   5   6 11   12 1   2   3   4   5 ・・・・      10  11       12 1月～10月 1   2  ････        5   6                 ････ 1   2   3   4  ････                5               6         7        8             9 11  12 ・・・・・ 1      2   3

合併
在任期間
１年１カ月

改選 改選改
選

議員
定数

旧石部町
16人

36人 24人 20人 18人旧甲西町
20人

H16 H17 H19 H21 H22
････

H25
・・・・・

H26
・・・・・・・

4   5   6   7        8   9 4   5   6 7   8   9   10 11   12 1   2   3   4   5 ・・・・      10  11       12 1月～10月 11   12 5               6         7        8             9         10 11  12 ・・・・・

合併
改
選

改選
改
選

常
任
委
員
定
数

総務 9人 6人 ７人 6人

民生 9人 6人

文教 9人 6人

産経 9人 6人 6人 6人

福祉教育 7人 6人

予算 9人
19人 17人

（湖南市議会議員の議員報酬及び費
用弁償に関する条例の特例)
２　市議会議員の議員報酬の月額の
支給に当たっては、この条例による
改正後の湖南市議会議員の議員報酬
及び費用弁償に関する条例第２条の
規定にかかわらず、同条に定める額
から、平成25年９月１日から同年10
月31日までの間においては当該額に
１００分の20を乗じて得た額に相当
する額を減じ、平成25年11月１日か
ら平成26年３月31日までの間におい
ては当該額に１００分の10を乗じて
得た額に相当する額を減ずる。ただ
し、期末手当の額の算出の基礎とな
る議員報酬の月額については、同条
に規定する額とする。なお、この項
の規定により議員報酬の月額の支給
に当たって減ずることとされる額を
算定する場合において、当該額に１
円未満の端数を生じたときは、これ
を切り捨てるものとする。

決算 8人

広報広聴

H16 H17 H19 H21 H22                       
････ H25

・・・・・
H26
・・・・・・・

4   5   6   7        8   9 4   5   6 7   8   9   10 11   12 1月～10月 11   12 1   2  ････        5   6                 ････ 1   2   3   4  ････                5               6         7        8 9         10 11  12 ・・・・・ 1      2   3

合併
改
選

改
選

改
選

報
 
 

酬

議長 373千円 410千円
352千円
(440千円）

396千円
（440千円）

440千円

副議長 296千円 325千円
304千円
（380千円）

342千円
（380千円）

380千円

議員 254千円 280千円
280千円
(350千円）

315千円
（350千円）

350千円

k00327
テキストボックス
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委員会開催数（H26～R6）

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年
H31年
（R１年）

R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 合計

総務常任委員会 9 12 13 12 12 15 12 13 10 8 5 121

福祉教育常任委員会 9 15 17 10 13 14 14 10 11 12 9 134

産業経済常任委員会 14 15 16 11 11 12 10 8 12 6 6 121

予算常任委員会 9 11 10 11 10 11 8 14 11 10 13 118

決算常任委員会 4 7 6 6 8 8 7 8 8 10 6 78

議会運営委員会 26 24 26 25 21 22 32 26 23 33 18 276

広報委員会 16 17 16 17 16 19 18 21 18 18 12 188

議員全員協議会 15 18 23 20 19 19 24 25 25 25 24 237

議会改革推進特別委員会 6 7 6 7 6 7 4 7 7 6 9 72

会派代表者会議 7 5 11 10 8 11 12 10 74

庁舎整備検討特別委員会 0 5 4 7 7 4 2 29

委員長会議 1 1

資料７
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湖南市の議員定数と議員報酬の推移 

 

議員報酬                議員定数 

石部町     甲西町       石部町       甲西町 

議 長  317,000 円   393,000 円    （15.12.00 執行）  （16.02.22 執行） 

副議長  240,000 円   312,000 円        16 人          20 人 

議 員  220,000 円   268,000 円                

 

湖南市誕生（石部町甲西町合併／16.10.01～）  

          湖南市 

議 長     373,000 円                 36 人（在任特例）   

副議長     296,000 円                   （1 年 1 ヶ月／～17 年 10.31） 

議 員     254,000 円【※新報酬額は旧甲西町の報酬額より 5%を減じた額】 

 

湖南市議会議員の初選挙（17 年 10.23 執行）          24 人（合併協で決定） 

 

報酬等審議会（合併後初＆定数削減後初／17 年 12.21）  

議 長     373,000 円 

副議長     296,000 円 

議 員     254,000 円 

【市長は現行通りとの諮問】 

（参考:同時期に合併した甲賀市、野洲市は合併協定通り類似団体を参考にした報酬額に改正） 

 

報酬等審議会（18 年 8.29 9.28）  

議 長     410,000 円 

副議長     325,000 円 

議 員     280,000 円 

【費用弁償の廃止 市長提案→可決】 

（参考:費用弁償の廃止により月額約 1万円の減額に相当するとの執行部答弁） 

 

湖南市議会議員（21年 10.25 執行）              20 人（議員提案）     

平成 19 年 12 月 04 日 議発議案（鈴木副議長） 賛成多数 

「湖南市議会議員定数条例」の制定 （定数 20 人）平成 20 年 1 月 1 日施行 

 

報酬等審議会（21 年 1.13／1.21）  

議 長     410,000 円 

副議長     325,000 円 

議 員     300,000 円 

【平成 22 年 3 月定例会 市長給料 5万円増の市長提案→否決／議員報酬→提案せず】 

 

湖南市議会議員（25年 10.27 執行）               18 人（市長提案）      

 

平成 25 年 9 月 1 日施行 

議 長 月額 440,000 円 

副議長 月額 380,000 円 

議 員 月額 350,000 円 

政務活動費  200,000 円（年額・旧政務活動費 10 万円） 




